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研究成果の概要： 
 
本研究では、高速・大容量のデータに適用可能なストリームマイニング技術を研究し、単に大

量のデータをオンライン処理可能な技術だけでなく、刻々と変化するデータの重要度に自動的

に追従する機能を開発し、ネットワーク計測と TV 視聴率の実時間解析を中心とした広告効

果解析へ応用した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,700,000 510,000 2,210,000 

２００８年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 960,000 4,160,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：情報学、知能情報学 
キーワード：インターネット、マーケティング、データマイニング 
 
１．研究開始当初の背景 
 

近年の高速インターネット環境の急速な
整備、および、電子商取引やネットオークシ
ョンにみられるような社会インフラとして
のインターネットの重要性の増加に伴い、高
速なネットワークに流れる大量のデータか
ら高速に実時間で価値のあるデータを見つ
け出す技術に対するニーズが高まっていた。 

しかしながら現在のインターネットは
10Gbps以上の高速回線により毎秒100万パケ
ット以上、１日あたりに換算すると数十～数

百テラバイト単位のデータが流れており、こ
のような高速・大容量のデータから実時間で
価値のあるデータを見つけ出す技術は確立
されていなかった 
 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、上記のような高速・大容量のデ

ータに適用可能なストリームマイニング技
術の研究を目的とした。研究においては、 



① 単に大量のデータをオンライン処理可
能な技術だけでなく、刻々と変化するデ
ータの重要度(コンセプトドリフト)に
自動的に追従する機能の検討を１つ目
の目的とした。 

② さらにデータ重要度の変化に自動追従
する事により、TV 視聴率の実時間解析
を中心とした広告効果解析と購買デー
タ分析のためのデータマイニング技術
への応用を検討し、インターネットを用
いた商業活動の活性化に貢献する事を
２つ目の目的とした。 

① 初年度の高速なストリームマイニング
技術は、２年度の研究のベースにしただ
けでなく、ネットワーク運用管理など別
種の応用にも利用し、査読付き論文１本
および査読付き国際会議２本の成果を
得た。 

 
 下図にネットワーク運用管理に開発手法
を適用するためのアイデアを示す。 
 
 
 
  
  
 ３．研究の方法 
  
 本提案に関連して解決すべき第１の技術

課題は高速なストリームマイニング技術で
あり、初年度に研究した。図に開発した手法
で用いているデータ構造を示す。このデータ
構造は Hash Data Base と呼ぶメイルに
特 化 し た 記 憶 構 造 と 、 Direct-Mapped 
Cache と呼ぶ高速検索の仕組みから構成さ
れている。この中で Hash Data Base の部
分はメイル情報に特化しており、研究では、
この部分を汎用的な Frequent Itemset 解
析に利用できる形に一般化することを検討
した。高速検索については Direct-Mapped 
Cache を基礎として改良を行った。この仕組
みは高速性だけでなく、新しい迷惑メイルに
自動的に追従すると言ったコンセプトドリ
フト対応の為の基本的な機能も持っている。 

 毎年インターネットを経由して感染する
新種のウィルスが報告されているが、それら
はすべて、感染したホストから新しいホスト
を探すための IP パケットを送出している。
また分散型 DoS 攻撃といった問題も、複数の
ホストと通信しているホストとして問題の
あるホスト計算機を検出可能である 
 
 下図に実際のネットワークに流れるパケ
ットの情報を開発手法で解析した時の結果
の例を示す。 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 開発したストリームマイニング機構によ
り、頻出するパケットの異なり数情報を３次
元表示するだけで、P2P ソフトや、インター
ネットウィルスが、その他のパケットの情報
とは異なる位置に３次元表示される結果が
見てとれる。 ２年目は初年度の研究をベースとした TV

視聴率の実時間解析と広告効果の解析研究
に着手した。これについては、研究代表者の
それまでの研究でインターネット上のニュ
ースの出現回数を観測することで、実時間で
俳優の人気指数とも言えるデータが取れる
ことを明らかにしており、その基礎検討の知
見をベースに一般的な視聴率調査と購買行
動の予測などインターネットを使った商業
活動活性化の研究に発展させた。 

 
 次図は更に詳細に提案手法の表示結果を
分析したものである。 
 
 
 
 
 
 

  
  
４．研究成果  



 異なり数の情報を分析するだけで、 
 異なり数が 600 以上の(a,b,c,d)

は DDoS 攻撃を受けているか、Port 
Scanを実施している問題のあるサ
イトであり、 

 
 
 
 

 異なり数が 200 前後の(e,f)は、
P2P ネットワークのハブホストで
ある 

 
 
 
 こと等が判別できる。 
  
  
 ② ２年度目に関しても計画どおりの研究

成果を得、２年間の査読付き論文総数４
本、査読付き国際会議 6 本の成果を得
た。 

 
 
 
  
  下図は開発手法により TVコマーシャルがど

の程度人々の関心をひいたか、その効果の測
定を試みた結果の例である。 

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 シリーズ化されたコマーシャルのうち１番

めの CM1、最後の CM7, CM8 等が人々の興味を
引く事に成功したのに比べ、CM2,CM4,CM5 は、
あまり効果がなかった事などが見てとれる。 

 提案手法の実務への適用可能性は上記に
止まらない。例えば下図は TV コマーシャル
の効果測定結果の自己相関を分析し、各コマ
ーシャルがオンエア開始後約 17 日間で、広
告効果をなくしている事を明らかにしてい
る。視聴者の受けの良い TV コマーシャルで
あっても 17 日たてば次のコマーシャルに変
更しないと効果を失う事をデータから客観
的に示せる事の実務的意味は大きい。 

 また、 
 
 
 
 
 

  
  
  
  
  
 は、各 CM がどのようなイメージ効果を視聴

者にもたらしたかの分析結果を示している。  
  
  次図は TV コマーシャルの効果測定やイメ

ージ効果の測定結果を使い、実務において良
く用いられるコレスポンデス分析を行った
結果である。各 CM が視聴者にどのようなプ
ロダクトイメージを形成できたかを分析で
きており、開発手法がマーケティング等の実
務にそのまま適用可能である事を示してい
る。 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
 



 本研究では、さらに近年ネットワークを経
由したやりとりが増えている各種画像につ
いても、マイニング技術の一環として、類似
画像の検索技術を検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 開発した技術は複数の画像グループで構
成した情報を用いて検索性能をあげるグル
ープ法というアイデア（上図参照）で、従来
検索が難しかった類似画像の検索精度向上
を実現した。 
 さらに開発手法は、sift 特徴と wavelet 特
徴を組み合わせて使う事で、sift 特徴が苦手
とする keypoint の少ない画像（下図参照）
の検索精度を向上させている。 
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